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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリプロピレン系樹脂発泡粒子を金型の成形空間に充填し、該成形空間部に蒸気を供給
して該発泡粒子を発泡、融着させるポリプロピレン系樹脂成形体の製造方法であって、
該成形空間部に蒸気を供給して該予備発泡粒子を発泡、融着させる際に、
（Ａ）該発泡粒子の融着率が４０％以上８０％以下になる蒸気圧力Ｐ１に到達するまで一
段目の加熱を行い、（Ｂ）一旦、一段目の到達蒸気圧力Ｐ１よりも低い蒸気圧力Ｐ２まで
低下させ、（Ｃ）再び、一段目の加熱での到達蒸気圧力Ｐ１以上の蒸気圧力Ｐ３に到達す
るまで加熱し、一定時間保持し、
かつ、（Ａ）工程において、蒸気圧力Ｐ１に到達するまでの昇圧速度を０．０４ＭＰａ／
秒以上０．１０ＭＰａ／秒以下とすることを特徴とする、ポリプロピレン系樹脂発泡体の
製造方法。
【請求項２】
　（Ｂ）一旦、一段目の到達蒸気圧力Ｐ１よりも低い蒸気圧力Ｐ２まで低下させる工程に
おいて、
一段目の到達加熱圧力Ｐ１よりも０．０５～０．１５ＭＰａ低下させることを特徴とする
、請求項１に記載のポリプロピレン系樹脂発泡体の製造方法。
【請求項３】
（Ｂ）一旦、一段目の到達蒸気圧力Ｐ１よりも低い蒸気圧力Ｐ２まで低下させる工程を、
２秒以上５秒以下の範囲で行うことを特徴とする、請求項１に記載のポリプロピレン系樹



(2) JP 5877069 B2 2016.3.2

10

20

30

40

50

脂発泡体の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ポリプロピレン系樹脂発泡成形体の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　型内成形法にて製造される発泡樹脂成形体は、製品の形状設計の自由度が高いことから
、断熱材、包装材料、緩衝材、芯材などに幅広く用いられる。
その中でも、ポリプロピレン系樹脂発泡体は、機械的強度、耐熱性、耐薬品性に優れた性
質を示すことから、主に高級家電の緩衝材や、自動車のバンパー芯材、側突パッド、ティ
ビアパッド、ツールボックス用途に好適に用いられている。
【０００３】
　しかしながら、ポリプロピレン系予備発泡粒子の成形にはいくつかの課題があり、その
一つは融着不良と製品表面の美麗性に関するものである。
【０００４】
　ポリプロピレン系予備発泡粒子は、スチレン系樹脂に比べて、発泡力が弱く、発泡、融
着しにくい傾向にある。これは、基材樹脂のガス透過係数が高く、予備発泡時に用いた発
泡ガスが成形時に残らず、発泡ガスの可塑化効果と発泡ガスによる発泡力の付与の効果が
得られないことに依る。
さらに、ポリプロピレン系予備発泡粒子は、融着に必要な蒸気圧力がスチレン系樹脂に比
べて３倍～４倍ほど高く、加熱時には蒸気圧力が外圧となり、予備発泡粒子の発泡を阻害
するため発泡、融着が得られにくい傾向にある。
【０００５】
　これらが原因となり、ポリオレフィン系予備発泡粒子を用いた型内成形法では、融着不
良の発生や製品表面の粒間の増加などの品質上の問題が発生しやすいと考えられている。
【０００６】
　二つ目の課題は、製品形状の安定性に関するものである。ポリプロピレン系樹脂発泡成
形体はスチレン系樹脂に比べて、樹脂の柔軟性が高く、成形後に成形体が大きく収縮、変
形するため、寸法と形状の回復を行うことを目的として、成形後の製品を７０～８０℃の
乾燥室内に１０～２４時間静置する、いわゆる「乾燥、養生工程」が必要となる。
ここで、製品の寸法回復には、成形後に成形体内に残存するガス量が重要となるが、加熱
条件により成形直後の製品内のガス量が変化するため、ポリオレフィン系樹脂発泡製品で
は寸法管理の難しさもあった。
【０００７】
　これらの課題のうち、融着率の向上と表面性の改善を図る方策として、特許文献１には
、従来の加熱パターンにおいて、加熱時の蒸気昇圧速度を、加熱初期では０．０３０ＭＰ
ａ／秒以上とし、全体としても０．０２５ＭＰａ／秒以上とする技術が開示されている。
しかしながら、該技術の効果は、融着性と表面性の改善にとどまり、製品形状、寸法の安
定性の改善までは至らなかった。さらに、特許文献１の発明は、特定の融点を有するポリ
プロピレン系樹脂に限定されているなど、汎用ポロプロピレン系樹脂への適用も課題であ
った。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００３－２６６４６８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、ポリプロピレン系樹脂粒子を用いた発泡成形体の融着率および表面美麗性の
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向上と共に、寸法保持も同時に向上させることが可能な製造方法を提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは、前記課題を解決すべく鋭意研究を重ねた結果、加熱工程時の予備発泡粒
子からのガス散逸挙動、加熱条件と製品品質との関係をつぶさに観察することにより、予
備発泡粒子から放出される空気が製品品質に影響を及ぼすことを見出した。
【００１１】
　すなわち、予備発泡粒子からの空気の放出量は、成形時の加熱温度および加熱時間と高
い相関がある。さらには、成形時に予備発泡粒子から放出される空気が、蒸気の粒間への
侵入を阻害するために均一な温度上昇を妨げ、融着不良や表面美麗性の悪化を引き起こし
ていることを見出した。
【００１２】
　本発明者らは、以上の知見より、加熱工程時の予備発泡粒子からの空気放出を極力抑制
する成形方法（製造方法）を考案した。
【００１３】
　すなわち、短時間の加熱で所定の融着率となるような操作を行い、成形空間内の予備発
泡粒子の空気放出経路である粒間を埋めることにより、予備発泡粒子からの空気放出を抑
制する。この操作により、成形後の製品内に所定以上の空気を残存させ、製品形状と寸法
を安定させることができる。
ただし、この操作のみでは、製品の表面美麗性を向上させるには不十分である為、昇温を
阻害する発泡ガスの放出を抑制させた状態で、再び製品の表面性を整えるための第二段の
加熱を行う成形方法を考案した。
最終的に、ここで示した二段階の加熱成形法による製造方法を用いることにより、得られ
るポリプロピレン系樹脂発泡体は、良好な融着性と表面美麗性、さらには製品寸法保持の
全てを満足しうることを見出し、本発明を完成させるに至った。　
【００１４】
　すなわち、本発明のポリプロピレン系樹脂発泡成形体の製造方法は、以下の構成である
。
［１］　ポリプロピレン系樹脂発泡粒子を金型の成形空間に充填し、該成形空間部に蒸気
を供給して該発泡粒子を発泡、融着させるポリプロピレン系樹脂成形体の製造方法であっ
て、
該成形空間部に蒸気を供給して該予備発泡粒子を発泡、融着させる際に、
（Ａ）該発泡粒子の融着率が４０％以上８０％以下になる蒸気圧力Ｐ１に到達するまで一
段目の加熱を行い、（Ｂ）一旦、一段目の到達蒸気圧力Ｐ１よりも低い蒸気圧力Ｐ２まで
低下させ、（Ｃ）再び、一段目の加熱での到達蒸気圧力Ｐ１以上の蒸気圧力Ｐ３に到達す
るまで加熱し、一定時間保持し、
かつ、（Ａ）工程において、蒸気圧力Ｐ１に到達するまでの昇圧速度を０．０４ＭＰａ／
秒以上０．１０ＭＰａ／秒以下とすることを特徴とする、ポリプロピレン系樹脂発泡体の
製造方法。
［２］　（Ｂ）一旦、一段目の到達蒸気圧力Ｐ１よりも低い蒸気圧力Ｐ２まで低下させる
工程において、
一段目の到達加熱圧力Ｐ１よりも０．０５～０．１５ＭＰａ低下させることを特徴とする
、［１］に記載のポリプロピレン系樹脂発泡体の製造方法。
［３］（Ｂ）一旦、一段目の到達蒸気圧力Ｐ１よりも低い蒸気圧力Ｐ２まで低下させる工
程を、２秒以上５秒以下の範囲で行うことを特徴とする、［１］に記載のポリプロピレン
系樹脂発泡体の製造方法。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明のポリプロピレン系樹脂発泡成形体の製造方法によれば、得られる型内発泡成形
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品の融着性と表面美麗性を向上でき、成形後の過剰な製品収縮を抑制可能とし、製品寸法
と形状安定性が大幅に向上することができる。
さらに、融着性と表面美麗性が向上するため、従来のような過剰な加熱が不要となる。こ
の結果として、成形蒸気の削減および成形サイクルの短縮も、同時に図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の樹脂発泡体の製造方法に用いられる装置の説明を示す図である。
【図２】従来の成形蒸気圧力と成形サイクルとの関係を示す一例の図である。
【図３】本発明の成形蒸気圧力と成形サイクルとの関係を示す一例の図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　本発明で用いられるポリプロピレン系予備発泡粒子について、説明する。
【００１８】
　本発明で用いられるポリプロピレン系予備発泡粒子の基材樹脂としては、特に限定され
るものではないが、プロピレンモノマー単位が５０重量％以上、好ましくは８０重量％以
上、更に好ましくは９０重量％以上からなる重合体であり、チーグラー型塩化チタン系触
媒またはメタロセン系触媒で重合された、立体規則性の高いものが好ましい。
【００１９】
　共重合成分としては、例えば、エチレン、１－ブテン、イソブテン、１－ペンテン、３
－メチル－１－ブテン、１－ヘキセン、４－メチル－１－ペンテン、３，４－ジメチル－
１－ブテン、１－ヘプテン、３－メチル－１－ヘキセン、１－オクテン、１－デセンなど
の炭素数２または４～１２のα－オレフィン、シクロペンテン、ノルボルネンなどの環状
オレフィン、５－メチレン－２－ノルボルネン、５－エチリデン－２－ノルボルネン、１
，４－ヘキサジエン、メチル－１，４－ヘキサジエン、７－メチル－１，６－オクタジエ
ンなどのジエン、塩化ビニル、塩化ビニリデン、アクリロニトリル、酢酸ビニル、アクリ
ル酸、メタクリル酸、マレイン酸、アクリル酸エチル、アクリル酸ブチル、メタクリル酸
メチル、無水マレイン酸、スチレン、メチルスチレン、ビニルトルエン、ジビニルベンゼ
ンなどのビニル単量体などが挙げられる。
【００２０】
　基材樹脂であるポリプロピレン系樹脂は、機械的強度、耐熱性に優れた発泡成形体を得
るために、融点は、好ましくは１３０℃以上１６０℃以下、更に好ましくは１３５℃以上
１６０℃以下、特に好ましくは１４０℃以上１５５℃以下である。基材樹脂の融点が当該
範囲内であると、型内成形時の成形圧力の上昇（成形性）と機械的強度、耐熱性のバラン
スが取り易くなる。
【００２１】
　また、これらのポリプロピレン系樹脂は無架橋のものが好ましいが、架橋したものも使
用できる。
【００２２】
　本発明で用いられるポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子の製造方法について説明する。
【００２３】
　先ず、予備発泡を行う前に、ポリプロピレン系樹脂粒子を適切な大きさに加工する必要
がある。押出機を用いて１粒の重量が０．２～１０ｍｇ、好ましくは０．５～６ｍｇのポ
リプロピレン系樹脂粒子に加工する。
【００２４】
　発泡用ポリプロピレン系樹脂粒子は、一般的には、ストランドカット法にて製造され、
例えば、押出機の先端に設けられた円形ダイスからストランド状に押出されたポリプロピ
レン系樹脂を水、空気等で冷却、固化させたものを切断して、所望の形状のポリプロピレ
ン系樹脂粒子を得ることができる。
【００２５】
　前記樹脂粒子の製造の際にセル造核剤を添加することにより、ポリプロピレン系樹脂予
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備発泡粒子とする際にセル径を所望の値に調整することができる。セル造核剤としては、
例えば、タルク、炭酸カルシウム、シリカ、カオリン、酸化チタン、ベントナイト、硫酸
バリウム等の無機系造核剤が一般に使用される。
【００２６】
　ポリプロピレン系予備発泡粒子を製造するための予備発泡工程を、説明する。
【００２７】
　ポリプロピレン系予備発泡粒子は、例えば、前記ポリプロピレン系樹脂粒子と、水、分
散剤および発泡剤からなる水分散物を耐圧容器内に仕込み、所定の温度まで加熱した後、
加圧状態から、前記樹脂粒子と水との混合物を前記耐圧容器内よりも低圧の雰囲気下に放
出することによって得られる。
具体的には、密閉容器内に、前記ポリプロピレン系樹脂粒子、発泡剤、分散剤および分散
助剤を含む水系分散媒を仕込み、攪拌しながら昇温して所定温度として樹脂粒子に発泡剤
を含浸させ、必要に応じて発泡剤を追加添加して、密閉容器内を一定圧力に保持した後、
密閉容器下部から内容物を密閉容器内圧より低圧雰囲気下に放出する方法が一般的である
。
【００２８】
　前記発泡剤としては、プロパン、イソブタン、ノルマルブタン、イソペンタン、ノルマ
ルペンタン等の脂肪族炭化水素およびそれらの混合物；空気、窒素、二酸化炭素等の無機
ガスなどが挙げられる。
【００２９】
　本発明におけるポリプロピレン系予備発泡粒子を用いた型内成形方法について、説明す
る。
【００３０】
　前記のようにして得られたポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子は、大気下で熟成させた
後にそのまま成形可能であるが、良好な製品を得る為に、成形前に発泡力の付与する為の
操作を行うのが一般的である。
【００３１】
　ポリプロピレン系樹脂予備発泡粒子への発泡力の付与方法としては、従来公知の方法を
採用することができ、例えば、
（イ）予備発泡粒子を無機ガスで加圧処理して、予備発泡粒子内に無機ガスを含浸させて
、所定の予備発泡粒子内圧を付与する方法、
（ロ）予備発泡粒子をガス圧力で圧縮した状態で金型に充填し、その後ガス圧を開放する
ことで予備発泡粒子の回復力を利用して発泡力を付与する方法、
（ハ）予備発泡粒子を金型内に充填する前に予め型を開いておき、充填後に金型を閉じる
ことで予備発泡粒子を機械的に圧縮して発泡力を付与する方法、などがあげられる。
【００３２】
　（イ）、（ロ）で使用される前記無機ガスとしては、空気、窒素、酸素、ヘリウム、ネ
オン、アルゴン、炭酸ガスなどが使用できる。これらは単独で用いても、２種以上を混合
して用いてもよい。これらの中では、汎用性の高い空気と窒素が好適である。
【００３３】
　本発明に好適な（イ）の方法について、さらに詳しく説明する。
例えば、圧力容器に予備発泡粒子を入れ、該容器内に圧縮空気を供給した状態で適当な圧
力、時間、放置することにより、予備発泡粒子内に空気が含浸される。
【００３４】
　従来の成形方法での予備発泡粒子の適性内圧範囲は０．０８～０．１５ＭＰａ（Ｇ）で
あり、より好ましくは０．０９～０．１３ＭＰａ（Ｇ）である。予備発泡粒子の内圧が上
記範囲を外れ、０．０８ＭＰａ（Ｇ）未満では成形後に製品が収縮し、変形量が大きくな
る傾向にある。予備発泡粒子の内圧が０．０８ＭＰａ（Ｇ）超では、加熱時に急激な予備
発泡粒子の膨張が発生するため、製品内部への蒸気の侵入が遮断され、製品内部の融着ム
ラが発生したり、あるいは予備発泡粒子からの過度の空気放出により、融着不良が発生す
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るリスクが高まる傾向がある。
【００３５】
　これらの課題に対し、本発明の製造方法を適用することにより、成形時に予備発泡粒子
内から噴出する空気を減少させることができる為、成形時の適性内圧の範囲を広げること
が可能となる。
すなわち、本願発明での適正な内圧範囲は０．０５～０．１５ＭＰａ（Ｇ）であり、より
好ましくは０．０７～０．１３ＭＰａ（Ｇ）である。
【００３６】
　このように、本発明の製造方法では、従来の製造方法での適性内圧よりも低い内圧まで
成形可能となるため、空気を含浸する工程での時間短縮が図れ、生産性が向上する。また
、製品の過剰なヒケ、収縮を防止することができる。
【００３７】
　ここで、本発明における予備発泡粒子の内圧の測定方法は、以下のとおりである。
すなわち、内圧付与処理後の前記予備発泡粒子約１００ｃｍ３の重量ならびに体積を測定
する。体積測定は、エチルアルコールに水没させる際の体積上昇分で測定した。続いて、
該予備発泡粒子を１５０℃で３０分間加熱し、該予備発泡粒子中から無機ガスを逸散させ
る。予備発泡粒子の内圧は、無機ガス逸散後の予備発泡粒子重量と先に測定した内圧処理
後の予備発泡粒子重量との差と、体積と重量から換算した密度を用いて、理想気体の状態
方程式から算出した値である。
【００３８】
　次に、本発明のポリプロピレン系樹脂発泡体の製造方法について、説明する。
【００３９】
　本発明のポリプロピレン系樹脂成形体の製造方法は、ポリプロピレン系樹脂予備発泡粒
子を金型の成形空間に充填し、該成形空間部に蒸気を供給して該発泡粒子を発泡、融着さ
せるポリプロピレン系樹脂成形体の製造方法である。
【００４０】
　本発明の製造方法を実施するのに用いられる成形装置としては、従来公知の各種のもの
を用いることができ、特に制約されない。
【００４１】
　図１に、成形装置の一例を示す。
成形金型は、フレーム１、２とバックプレート３、４で囲まれる蒸気室内に、凹凸側のそ
れぞれのセンタープレート３を介して固定された凹型５と凸型６で構成される成形空間７
からなる（ここでは、原料を成形空間に供給する為の充填器、離型ピンは図示していない
）。
成形金型には、予備発泡粒子の加熱用の蒸気弁８、９、冷却用の冷却水弁１０、１１、用
役排出用のドレン弁１２、１３が配設されている。また、ドレン弁の一次側には圧力セン
サーが設置されており、ここで検知した圧力信号を演算装置１６に取り込み、蒸気圧力の
制御や、各加熱工程の進捗を図ることが可能である。
【００４２】
　かかる成形装置による成形工程は、大別して、充填工程、加熱工程、冷却工程に分ける
ことができる。
【００４３】
　従来の加熱工程では、図２に示すように、通常、予備加熱工程、一方加熱工程、逆一方
加熱工程、両面加熱工程、補助加熱工程、保熱工程のように細分化されて行われる。
前記内圧を付与した予備発泡粒子を金型内成形空間に充填した後、予備発泡粒子を融着せ
しめる前に、蒸気室内の空気、さらには、成形空間内に充填された予備発泡粒子の粒間内
の空気を蒸気に置換する操作を行う。この操作をそれぞれ予備加熱工程、一方加熱工程、
逆一方加熱工程と呼んでいる。
【００４４】
　予備加熱工程は、図１において、凹金型側蒸気調整弁８、凸金型側蒸気調整弁９、凹金
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型側ドレン弁１２、凸金型側ドレン弁１３を開けて凹型側蒸気室１８と凸金型側移蒸気室
１９に蒸気を通す工程であり、蒸気室内の空気を蒸気に置換する工程である。
【００４５】
　一方加熱工程は、凸型側ドレン弁１３と凹側蒸気調整弁８を閉じ、凸型側蒸気調整弁９
と凹型側ドレン弁１２を開けて成形空間７に蒸気を通す工程であり、予備発泡粒子の粒間
の空気を蒸気に置換する工程である。ここで示した一方加熱は、凸金型側から凹金型側に
蒸気を流す工程であるが、凹金型側から凸金型側に蒸気を流す工程（逆一方加熱工程）を
採用してもよいし、その両方を採用してもよい。
【００４６】
　両面加熱工程は、凹型側ドレン弁１２と凸型側ドレン弁１３を閉じた状態で凹金型側蒸
気調圧弁８と凸金型側蒸気調圧弁を開き、予備発泡粒子の発泡、融着に必要な所定蒸気圧
力まで昇圧する工程である。蒸気昇圧のパターンとしては、所定蒸気圧力に達したときに
蒸気供給を停止する場合や、所定蒸気圧力に達してから、その蒸気圧力を一定とするよう
な制御を行う場合があり、予備発泡粒子の特性に合わせて何れかが選択される。
【００４７】
　これに対して、本発明の製造方法の加熱工程では、図３に示すように、
（Ａ）該発泡粒子の融着率が４０％以上８０％以下になる蒸気圧力Ｐ１に到達するまで一
段目の加熱を行い、（Ｂ）一旦、蒸気圧力を一段目の到達加熱圧力Ｐ１よりも低い蒸気圧
力Ｐ２まで低下させ、（Ｃ）再び、一段目の加熱での蒸気圧力以上の蒸気圧力Ｐ３に到達
するまで加熱することを特徴としている。
【００４８】
　本発明の製造方法によれば、従来の製造方法と比べて予備発泡粒子の融着性が向上する
為、予備加熱工程は必要であるが、一方加熱工程および逆一方加熱工程は必ずしも必要で
はない。
【００４９】
　予備加熱工程での加熱時間は、成形機の配管サイズ、バルブサイズ、金型の熱容量、金
型容積により異なるが、凡そ２～８秒程度であり、より好ましくは２～５秒である。
ただし、成形空間内の空気を蒸気に置換する工程において予備加熱工程のみを用いた場合
に、製品の一部で融着ムラが発生することが、たまにある。この場合には、予備加熱工程
の後に、一方加熱工程を２～５秒程度行うとよい。該時間よりも長く一方加熱工程を行っ
た場合には、予備発泡粒子内から空気が多量に放出される為、製品の寸法保持性を悪化さ
せることがある。
【００５０】
　本発明の製造方法では、成形空間に蒸気を供給して予備発泡粒子を加熱し融着せしめる
際に、（Ａ）該発泡粒子の融着率が４０％以上８０％以下になる蒸気圧力Ｐ１に到達する
まで一段目の加熱を行うことを特徴としている。
【００５１】
　成形装置の操作としては、凹金型側蒸気調整弁８と凸金型側蒸気調整弁９を開き、凹金
型側ドレン弁１２と凸金型側ドレン弁１３を閉じて成形空間に蒸気を通すことにより、予
備発泡粒子の発泡と融着を行う。
【００５２】
　（Ａ）一段目の加熱工程において、融着率が４０％未満の場合には、予備発泡粒子同士
の間隙が埋まらず、空気放出の抑制効果が得られず、成形直後の成形体の収縮や変形が大
きくなり、最終製品の対金型収縮率が大きくなる傾向が見られる。また、成形直後に成形
体が大きく変形した場合には、次工程である乾燥、養生工程に要する時間が長くなり、生
産性を大幅に低下させることもあるし、最終的に規格寸法を満たさず不良品の発生にも繋
がる場合がある。また、融着率が８０％超となる場合には、続いて行う２段目の加熱の際
に、成形体が蒸気に押されて変形する場合がある。
【００５３】
　従って、本発明の効果である予備発泡粒子からの空気放出を抑制する為には、一段目加
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熱による融着率の適正範囲は４０％以上８０％以下であり、さらに好ましくは５０％以上
７０％以下である。
【００５４】
　（Ａ）一段目の加熱工程において融着率を４０％以上８０％以下とする加熱蒸気圧力Ｐ
１は、基材樹脂種、発泡倍率、付与する内圧により異なるが、一般的なプロピレン－エチ
レンランダム系樹脂を基材樹脂とする予備発泡粒子であれば、凡そ０．２０～０．２５Ｍ
Ｐａ（Ｇ）を目安に設定できる。
【００５５】
　本発明の製造方法においては、（Ａ）一段目の加熱工程での昇圧速度は、０．０４ＭＰ
ａ／秒以上０．１０ＭＰａ／秒以下とすることが好ましく、０．０５ＭＰａ／秒以上０．
０８ＭＰａ／秒以下とすることがより好ましい。
（Ａ）一段目の加熱工程での昇圧速度が０．０４ＭＰａ／秒未満では、予備発泡粒子の発
泡速度が遅くなり、粒子間隙が埋まるまでに長い時間を要する為、予備発泡粒子からの空
気放出を抑制できない傾向がある。昇圧速度が０．１０Ｍｐａ／秒超では、金型の表面部
近傍のみの予備発泡粒子が急激に膨張する為に、成形空間内部への蒸気流路を塞ぐことに
なり、成形空間を均一に蒸気加熱できなくなり、融着不良が発生しやすくなる傾向がある
。
【００５６】
　本発明の製造方法においては、（Ａ）一段目の加熱工程から次工程への進捗条件として
は、蒸気室内の圧力を検知し、これを用いて工程を制御することが好ましい。
【００５７】
　本発明では、例えば、ドレン弁のラインに設置された圧力計１５からの信号をモニター
し、所定圧力に達した時点で、次の工程に移る操作を行うことが可能な装置とした。
【００５８】
　ここで、一段目の加熱工程の進捗条件である蒸気圧力は、前記のとおり、０．２０～０
．２５ＭＰａ（Ｇ）である。
この所定蒸気圧力の設定に際しては、予備発泡粒子の嵩密度範囲１７ｇ／Ｌ～５０ｇ／Ｌ
のものを準備し、これらの内圧を０．０５～０．１５ＭＰａ（Ｇ）に調製した後、予備加
熱工程、一段目の加熱工程を行い、その後の成形体の融着率が５０～７０％となるような
蒸気圧力を調査する手法と用いた。
【００５９】
　このような装置構成および条件設定とすることにより、常に（Ａ）一段目の加熱工程終
了時の蒸気圧力を同じとすることができる。すなわち、常に同じ温度で一段目の加熱工程
を完了することが可能であり、予備発泡粒子の融着率を、常に所定の融着率とすることが
できる。
【００６０】
　本発明の製造方法では、（Ａ）一段目の加熱が終了した後、（Ｂ）蒸気圧を一旦、一段
目の到達蒸気圧力Ｐ１よりも低い蒸気圧力Ｐ２まで低下させる工程を設けていることを特
徴としている。工程（Ｂ）は、予備発泡粒子の発泡、融着を効率よく行うための重要な手
法である。
【００６１】
　予備発泡粒子を発泡、融着させる為には、所定の温度が必要となるが、ポリオレフィン
系予備発泡粒子の発泡、融着温度は非常に高い為に、蒸気圧力も高い。この結果、加熱の
為の蒸気圧力が発泡を阻害するという矛盾を引き起こす。
【００６２】
　従って、本発明の製造方法においては、（Ａ）予備発泡粒子を融着可能な温度まで加熱
し、（Ｂ）一旦、高温のまま蒸気圧力を低下させることにより、発泡、融着を進行させる
のである。工程（Ｂ）の操作を行うことにより、従来の製造方法に比べて、同じ融着率を
得る為の加熱蒸気圧力をより低く設定することが可能である。
【００６３】
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　工程（Ｂ）における、一段目の加熱工程終了時の圧力Ｐ１からの蒸気圧力低下幅の目安
は、０．０５～０．１５ＭＰａとすることが好ましく、より好ましくは０．０５～０．１
０ＭＰａである。
ここで、０．０５ＭＰａ未満の圧力低下では、予備発泡粒子の発泡、融着の効果が十分に
得られず、予備発泡粒子からの空気放出を抑制するには至らず、成形直後の成形体の収縮
や変形が大きくなり、最終製品の対金型収縮率が大きくなる傾向が見られる。また、０．
１５ＭＰａを超える圧力低下では、融着が過剰に進行するため、二段目の加熱を行った際
に製品が変形する虞がある。
【００６４】
　本発明の製造方法においては、一旦、蒸気圧力を低下させる工程（Ｂ）の時間は、２秒
以上５秒以下の範囲で設定することが好ましい。
一旦、蒸気圧力を低下させる工程（Ｂ）の時間が２秒未満では、予備発泡粒子の発泡、融
着を行うための時間が確保でない為、予備発泡粒子からの空気放出を抑制するには至らな
い傾向がある。また、工程（Ｂ）の時間が５秒超えると、融着が過剰に進行する為に、二
段目の加熱を行った際に製品が変形する虞がある。
【００６５】
　工程（Ｂ）において、蒸気圧を低下させる方法としては、蒸気弁の開度を小さくして蒸
気供給量を少なくする、蒸気弁を閉じて蒸気供給を停止させ蒸気をドレン化させる、ドレ
ン弁の開度を調整可能としドレン弁を僅かに開いた状態とする、蒸気弁とドレン弁の開度
を制御しながら圧力を低下させる、等の方法があげられる。
【００６６】
　本発明の製造方法においては、（Ａ）一段目の加熱工程、（Ｂ）一旦、圧力を低下させ
る工程の後に、（Ｃ）一段目の加熱工程での到達蒸気圧力Ｐ１以上の蒸気圧力Ｐ３に到達
するまで加熱を行い、一定時間保持する、二段目の加熱を行う工程を設けている。
【００６７】
　（Ａ）一段目の加熱は、融着率を４０％以上８０％以下に設定した加熱であり、融着率
を確保するための加熱としては十分であるが、表面を平滑にし、美麗化するための加熱と
しては不足している。そこで、（Ａ）予備発泡粒子の融着率を４０％以上８０％以下とす
る一段目の加熱を行うことにより、予備発泡粒子からの空気放出を抑制した状態で、表面
を平滑化するための（Ｃ）二段目の加熱を行うことを特徴とする。
【００６８】
　ここで、（Ｃ）二段目の加熱工程での到達蒸気圧力Ｐ３は、基材樹脂種、予備発泡粒子
の発泡倍率、付与する内圧により異なるが、一般的なプロピレン－エチレンランダム系樹
脂の予備発泡粒子であれば、凡そ０．２５～０．３５ＭＰａの範囲である。ただし、予備
発泡粒子の発泡倍率が小さいほど高圧の蒸気を必要とする傾向にある。
【００６９】
　（Ｃ）二段目の加熱工程での圧力保持時間の設定を、ここでは５秒とした。二段目の加
熱工程で所定圧力に達した直後は、金型各所の肉厚の違い、蒸気の流れの違いから金型の
温度ムラが生じており、均一な温度とする為の時間が必要となる。金型の温度ムラは製品
の表面性に大きな影響を与える為、金型の形状、金型の熱容量等を考慮し、適切な圧力保
持時間を設定する必要がある。
【００７０】
　本発明の製造方法においては、（Ｃ）二段目の加熱工程を行うことにより、成形体表面
の温度を均一に上昇させることが可能となり、発生する粒間の数を減少させることができ
る。ここで、粒間とは、成形体表面で見られる予備発泡粒子と予備発泡粒子との間に生じ
る隙間を意味しており、粒間数は表面美麗性の評価尺度となる。
【００７１】
　元来、予備発泡粒子の融着に必要な蒸気加熱圧力と表面美麗性に必要な蒸気圧力は異な
るにも関わらず、従来の加熱パターンでは、融着と表面を美麗化する工程を同一工程とし
ていた為、表面美麗化に必要な高い蒸気圧力とする必要があった。このため、予備発泡粒
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子は過剰な発泡力を有することになり、成形サイクルが長くなるという問題があった。
【００７２】
　これに対して、本発明の製造方法によれば、融着工程［工程（Ａ）］と表面美麗化を行
う工程［工程（Ｃ）］を分けたことにより、成形サイクルに大きな影響を与える融着工程
［工程（Ａ）］の蒸気圧力を、融着のみに必要な低い蒸気圧力設定とすることが可能とな
り、成形サイクルの短縮が図れるようになる。
【００７３】
　本発明の製造方法においては、さらに、（Ｃ）二段目の加熱工程の終了後、表面性の劣
る側の蒸気弁を開き、数秒間加熱する補助加熱工程を設けてもよいし、ドレン弁１２、１
３を閉じた状態で数秒間保持する工程である保熱工程を設けてもよいし、さらに、補助加
熱工程と保熱工程を併用してもよい。
【００７４】
　いずれの工程も表面性を改善が期待でき、工程の時間は３秒以上１０秒以下に設定する
ことが好ましく、より好ましくは４秒以上７秒以下である。補助加熱工程および／または
保熱時間が３秒未満の場合は、表面性の改善効果が見られず、１０秒超に設定した場合に
は表面性の改善効果は変わらない状況で成形サイクルだけが延長されることになる。
【００７５】
　本発明の製造方法においては、工程（Ａ）～（Ｃ）の終了後、冷却水弁１０、１１を開
き、蒸気室内の蒸気を凝縮させ、続いて、ドレン弁１２、１３を開いて冷却を継続するこ
とにより、スプレーノズルから噴出した冷却水により凹金型７と凸金型６を冷却し、成形
体を固化させ、金型から離型させる工程を行う。この場合の冷却方法としては、公知の各
種の方法を用いることができる。
例えば、先に説明した成形装置に取り付けられた冷却水のスプレーノズル１４により金型
を水冷する方法や、これにバキュームを併用（図示せず）する方法である。
【００７６】
　本発明のポリプロピレン系樹脂発泡成形体の製造方法によれば、得られる型内発泡成形
品の融着性と表面美麗性を向上させることができ、成形後の過剰な製品収縮を抑制可能と
し、製品寸法と形状安定性が大幅に向上することができる。
【００７７】
　本発明の製造方法により得られるポリプロピレン系樹脂発泡成形体の融着率としては、
６０％以上が好ましく、８０％以上がより好ましい。
【実施例】
【００７８】
　次に、本発明の実施例によりさらに詳しく説明するが、本発明は以下の実施例に限定さ
れるものではない。
【００７９】
　なお、表１、表２に記載した評価は、次のように行った。
【００８０】
　（蒸気使用量）
　蒸気使用量は、渦式流量計［ＹＯＫＯＧＡＷＡ製］にて測定した。
【００８１】
　（成形直後の成形体内圧）
　成形直後の成形体を、カッターナイフ（刃長１００ｍｍ、刃幅１８ｍｍ、刃厚み０．５
ｍｍ）を用いて、５ｍｍ～１０ｍｍ角に切り出し、これを熱収縮させて、放出された空気
をガスクロマトグラフ分析することにより、成形体内圧として算出した。
なお、空気のガスクロマトグラフ分析の測定条件は、以下のとおりである。
ガスクロマトグラフ装置としてはＴＣＤ測定法のジーエルサイエンス製ＧＣ－３２０を用
い、カラムの充填剤はＰｏｒａｐａｋＰ５０／８０を用いた。ガスクロの測定条件はオー
ブンの温度を８０℃とし、キャリアガスにはヘリウムを用い、その流量は３０ｃｃ／分と
した。
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【００８２】
　（融着性）
得られた発泡成形体にカッターナイフ（刃長１００ｍｍ、刃幅１８ｍｍ、刃厚み０．５ｍ
ｍ）を用いて、約５ｍｍのノッチをいれ、ノッチに沿って曲げ破断させた。
破断面の状態を目視観察し、破壊面で界面破壊したものとそれ以外のもの数を計測し、粒
子そのものが破断しているものを融着した発泡粒子とし、界面で破断しているものを未融
着として、この割合を求めることで算出した。但し、融着率の数値は１０％オーダーで表
記した。
【００８３】
　（表面性）
得られた成形体の端部および中央部の成形体表面における予備発泡粒子同士の空隙を目視
にて評価し、以下のように表した。
◎・・・亀甲模様が目立たない。
○・・・僅かに亀甲模様が観察される。
△・・・亀甲模様は観察されるが、品質上は合格レベルである。
×・・・亀甲模様が顕著であり、品質上問題となるレベルである。
【００８４】
　（端部の変形）
板状の成形品のエッジ形状となる端部での変形の状態を目視にて観察し、以下のように表
した。
○・・・変形が無い。
△・・・僅かに変形はあるが、問題とならないレベルである。
×・・・変形が顕著に見られる。
【００８５】
　（寸法収縮率）
得られた成形体の厚み方向の寸法を代表寸法とし、ノギス［ミツトヨ製、ＣＤ６７－５２
０ＰＳ］を用いて測定した。用いた金型の寸法を基準として、対金型収縮率を計算した。
ここでの製品寸法の合格基準は、３．３％以下である。
【００８６】
　（実施例１）
［ポリプロピレン系発泡粒子の調製］
　ポリプロピレン系予備発泡粒子としては、市販ポリプロピレン系発泡樹脂粒子［（株）
カネカ製、ＤＢＳ４５、嵩密度１７．１ｋｇ／ｍ３］に、空気加圧処理により空気を圧入
して０．０５ＭＰａ（Ｇ）の内圧に調製したものを使用した。
［型内発泡成形体の作製］
図１に示した成形装置の構造を持つ成形機を用いて、凹金型側、凸金型側にそれぞれ５０
Åの蒸気弁８、９を有する口径８０Åの蒸気配管を用い、フレーム外寸１２７０ｍｍ×１
０１５ｍｍで板状の製品形状（長さ４５０ｍｍ×幅３００ｍｍ×厚み５０ｍｍ）を有する
金型を取り付けて、蒸気の供給圧力を０．６ＭＰａ（Ｇ）として、成形評価を行った。
成形評価は、凹型と凸型からなる金型を５ｍｍ開いた状態で予備発泡粒子を成形空間に充
填し、その後、型締めを行い、図３に示す加熱パターンにおいて表１に示した加熱条件に
て成形を行い、水冷時の発泡面圧が０．０５ＭＰａとなった時点で水冷工程を終了として
、成形体を離型させた。
すなわち、予備加熱工程では、凹金型側と凸金型側のドレン弁の両方を開いて、凹側と凸
側の蒸気弁の両方を開き蒸気室内の空気を排出した。
（Ａ）１段目加熱工程では、両方のドレン弁を閉じ、凹金型側と凸金型側の蒸気弁８、９
を同時に開く弁操作を行い、蒸気室内の蒸気圧力が０．２０ＭＰａ（Ｇ）に達するまで加
熱した。その際、蒸気の昇圧速度は、図１中の蒸気弁８、９と蒸気室の間に手動バルブを
設置し、弁開度を調整することにより行い、０．０６ＭＰａ／秒に調節した。
（Ｂ）圧力低下工程では、凹金型側と凸金型側の蒸気弁８、９を同時に閉じ、５秒間で、
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蒸気圧力を０．０８ＭＰａ（Ｇ）まで低下させた＜圧力差０．１２ＭＰａ＞。
（Ｃ）２段目加熱では、再び、凹金型側と凸金型側の蒸気弁８、９を同時に開き、蒸気圧
力が０．２５ＭＰａ（Ｇ）に達するまで加熱した後、５秒間保持した。
［成形体の評価］
得られた成形体を常温、大気圧下で１時間放置し、続いて、成形体を７５℃の乾燥室に搬
入して、２４時間の乾燥を行った。
成形体の評価は、乾燥室から成形体を取り出した後、常温、大気圧力下で１２時間養生し
たものを使用した。
その評価結果は、表１に示す。
【００８７】
　（実施例２～５）
　使用するポリプロピレン系予備発泡粒子の内圧を、表１に示した値に変更した以外は、
実施例１と同様の操作を行い、成形体を得た。
得られた成形体の評価は、実施例１と同様の乾燥、養生を行い、その後に実施した。
その評価結果は、表１に示す。
【００８８】
　（実施例６～１４）
　表１に示した加熱条件に変更した以外は、実施例４と同様の操作を行い、成形体を得た
。実施例６～７では（Ａ）工程の到達蒸気圧力の違い、実施例８、１３、１４では（Ａ）
工程の昇圧速度の違い、実施例９～１２では（Ｂ）工程の圧力低下の違いによる成形性を
確認した。成形体の評価は、実施例１と同様の乾燥、養生を行った後に実施した。その評
価結果は、表１に示す。
【００８９】
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【表１】

【００９０】
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　（比較例１）
　（Ｂ）圧力低下工程を行わなかった以外は、実施例４と同様の操作を行い、成形体を得
た。成形体の評価は、実施例１と同様の乾燥、養生を行った後に実施した。その評価結果
は、表２に示す。
【００９１】
　（比較例２）
　（Ａ）工程における加熱蒸気圧Ｐ１を０．１５ＭＰａ（Ｇ）として、（Ａ）工程終了時
の融着率を３０％とした以外は、実施例４と同様の操作を行い、成形体を得た。
成形体の評価は、実施例１と同様の乾燥、養生を行った後に実施した。その評価結果は、
表２に示す。
【００９２】
　（比較例３）
（Ａ）工程における加熱蒸気圧Ｐ１を０．２８ＭＰａ（Ｇ）として、（Ａ）工程終了時の
融着率を８５％とした以外は、実施例１と同様の操作を行い、成形体を得た。
成形体の評価は、実施例１と同様の乾燥、養生を行った後に実施した。
その評価結果は、表２に示す。
（比較例４）
（Ｃ）工程における加熱蒸気圧Ｐ２を０．１５ＭＰａ（Ｇ）とした以外は、実施例１と同
様の操作を行い、成形体を得た。
成形体の評価は、実施例１と同様の乾燥、養生を行った後に実施した。その評価結果は、
表２に示す。
【００９３】



(15) JP 5877069 B2 2016.3.2

10

20

30

40

【表２】

【００９４】
　（比較例５）
　加熱操作を、図２に示す従来の加熱パターンにおいて表３に示した加熱条件とした以外
は、実施例１と同様の操作により、成形体を得た。
なお、予備加熱工程では、両方のドレン弁を開き、両方の蒸気弁を開いた状態で蒸気室の
空気を排気した。一方加熱工程では、凹型側から蒸気を導入し、凸型側に蒸気を排気した
。逆一方加熱工程では、凸型側から蒸気を供給し、凹型側から蒸気を排気した。
両面加熱工程では、両方のドレン弁を閉じ、加熱時には凹側と凸側の蒸気弁を同時に開く
弁操作を行った。その後、ドレン弁を閉じた状態で蒸気圧力を保持する保熱工程を追加し
た。
成形体の評価は、実施例１と同様の乾燥、養生を行った後に実施した。その評価結果は、
表３に示す。
【００９５】
　（比較例６～９）
　使用するポリプロピレン系予備発泡粒子の内圧を、表３に示した値に変更した以外は、
比較例５と同様の操作を行い、成形体を得た。
得られた成形体の評価は、実施例１と同様の乾燥、養生を行った後に実施した。その評価
結果は、表３に示す。
【００９６】
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【表３】

【００９７】
　実施例１～５と比較例５～９との比較において、表１、表３から判るように、加熱工程
での融着と表面美麗化の工程を分離した本発明製造方法により、融着率と表面性の両立と
成形サイクルの短縮も同時に図れている。
また、効率よく融着がなされることで、金型系外に蒸気を排出する工程を簡素化すること
ができ、蒸気使用量も削減できている。
さらに、成形時に予備発泡粒子からの空気流出を可能な限り防止した成形条件としたこと
により、成形直後の成形品内の空気量を保持でき、過剰な製品収縮を抑制可能となった。
この結果、予備発泡粒子の内圧範囲を広げることができ、工程の安定化が図れる。
【符号の説明】
【００９８】
　１．凹金型側フレーム
　２．凸金型側フレーム
　３．凹金型側センタープレート
　４．凹金型側バックプレート
　５．凹金型
　６．凸金型
　７．成形空間
　８．凹金型側蒸気弁（蒸気バルブ）
　９．凸金型側蒸気弁（蒸気バルブ）
　１０．凹金型側冷却水弁
　１１．凸金型側冷却水弁
　１２．凹金型側ドレン弁
　１３．凸金型側ドレン弁
　１４．冷却水スプレーノズル
　１５．金型内の圧力フィードバックライン
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　１６．演算装置
　１７．演算信号出力ライン
　１８．凹金型蒸気室
　１９．凸金型側蒸気室
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